
事業所名称 利用者 22人 職員 7人

作業名　※1

生産活動の内容

活動場所

必要資機材・材料等

円 円 時間 円

４月 2,438,595 2,341,914 1,665,490 96,681 1,717 970

５月 1,979,801 2,163,652 1,651,425 -183,851 1,703 970

６月 2,304,457 1,868,708 1,663,065 435,749 1,714 970.2829638

７月 2,328,344 2,354,528 1,812,445 -26,184 1,868 970.259636

８月 2,177,632 1,761,332 1,574,795 416,300 1,623 970.2988293

９月 2,176,751 2,242,304 1,616,020 -65,553 1,638 986.5811966

１０月 2,511,374 1,952,737 1,585,335 558,637 1,550 1022.796774

１１月 2,290,990 1,917,312 1,713,681 373,678 1,681 1019.441404

１２月 2,330,557 2,136,093 1,687,590 194,464 1,644 1026.514599

１月 1,694,033 2,236,797 1,714,620 -542,764 1,669 1027.333733

２月 1,733,449 1,854,132 1,640,280 -120,683 1,611 1018.175047

３月 1,803,941 1,973,014 1,730,012 -169,073 1,715 1008.753353

合計 25,769,924 24,802,523 20,054,758 967,401 20,133 996.1384826

※２　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業別事業活動収益計①」を計上すること。

総労働時間
ｄ

時給換算額
ｃ／ｄ

※１　生産活動の名称を記入すること（３以上の作業がある場合は「作業-2」シート以降をコピーして作成すること。）。

※３　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動費用計⑦」を計上すること。

※４　就労支援事業別明細書中Ⅱ労務費１．利用者賃金，２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

※５　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動増減差額（①－⑦＝⑧）を計上すること。

区分

円

事業収入 ※2
ａ

必要経費　※3
ｂ

内賃金支払額　※4
ｃ

生産活動収益　※5
ａ－ｂ

生産活動実績確認表

ワンダーセンス

業務の内容



（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

就労支援事業収益 25,769,924 25,769,924

就労支援事業活動収益計　①　※２ 25,769,924 25,769,924 0 0 0 0 0 0 0 0
就労支援事業販売原価 0

　期首製品（商品）棚卸高　② 0
　当期就労支援事業製造原価　③＝Ｊ 24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期就労支援事業仕入高　④ 0

合計（②＋③＋④＝⑤） 24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0
　期末製品（商品）棚卸高　⑥ 0

差引（⑤－⑥＝⑦） 24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0
24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0
967,401 967,401 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

　１．期首材料棚卸高 0
　２．当期材料仕入高 0
　　　　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　３．期末材料棚卸高 0
　　　　当期材料費　Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　１．利用者賃金　※４ 20,054,758 20,054,758
　２．利用者工賃　※４ 0
　３．就労支援事業指導員等給与 0
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
　５．就労支援事業指導員退職給付費用 0
　６．法定福利費　（（１）＋（２）） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費　※４ 0
（２）就労支援事業指導員等に対する法定福利費 0
　　　　当期労務費　Ｂ 20,054,758 20,054,758 0 0 0 0 0 0 0 0

　（うち内部外注加工費） 0
　　　　当期外注加工費　Ｃ 0

　１．福利厚生費 0
　２．旅費交通費 0
　３．器具什器費 0
　４．消耗品費 2,210,941 2,210,941
　５．印刷製本費 0
　６．水道光熱費 188,397 188,397
　７．燃料費 170,956 170,956
　８．修繕費 74,581 74,581
　９．通信運搬具 0
　１０．受注活動費 0
　１１．会議費 0
　１２．損害保険料 0
　１３．賃借料 1,627,520 1,627,520
　１４．図書・教育費 0
　１５．租税公課 0
　１６．減価償却費 0
　１７．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 0
　１８．徴収不能引当金繰入額 0
　１９．徴収不能額 0

　２０．雑費 475,370 475,370

　　　当期経費（１＋２＋３・・・＋２０＝Ｅ）　　　当期経費　Ｄ 4,747,765 4,747,765 0 0 0 0 0 0 0 0

24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0

0

24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0

0

24,802,523 24,802,523 0 0 0 0 0 0 0 0

※作業名（作業-1・作業-2）については生産活動実績確認表毎に欄を追加すること。

就労支援事業活動増減差額　（①－⑦＝⑧）　※５

就労支援事業別明細書　(自)2024年4月1日　(至)2025年3月31日

就労支援事業別事業活動明細書　(自)2024年4月1日　(至)2025年3月31日

収
益

勘定科目

費
用

就労支援事業活動費用計　⑦　※３

※生産活動実績確認表の賃金支払額※４は，就労支援事業別明細書のⅡ労務費中にある１．利用者賃金，
２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

勘定科目

　　　　就労支援事業費　（Ｇ－Ｈ＝Ｊ）

　　　当期就労支援総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝Ｅ）

　　　期首仕掛品棚卸高　Ｆ

　　　　合計　Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

　　　期末仕掛品棚卸高　Ｈ

Ⅰ　材料費

Ⅱ　労務費

Ⅲ　外注加工費

Ⅳ　経費

※就労支援事業別明細書中の就労支援事業費（Ｊ）と就労支援事業別事業活動明細書の当期就労支援事業
製造原価（③）は一致すること。


